
○外務省訓令第１９号 

 外交記録公開に関する規則の全部を改正する訓令を次のように定める。 

  平成２４年８月１０日 

外務大臣 玄葉 光一郎 

   外交記録公開に関する規則 

 （目的） 

第１条 この規則は、外交記録が、国民共有の知的資源として、主権者である国民が主

体的に利用し得るものであることに鑑み、作成又は取得から３０年以上が経過した行政

文書は公開するとの原則の下、外務省が保有する行政文書であって、作成又は取得から

３０年以上経過したもの及び保存期間が満了したもののうち歴史資料として重要なも

のを外務省大臣官房総務課外交史料館（以下「外交史料館」という。）に移管し、一般

に公開するための手続等を定めることを目的とする。 
 

 （定義） 

第２条   この規則において、次の各号に掲げる用語の定義は、それぞれ当該各号に定

めるところによる。 

 (１)  行政文書  外務省の職員が職務上作成し、又は取得した文書（図画及び電磁的

記録（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によっては認識することができな

い方式で作られた記録をいう。）を含む。以下同じ。）であって、外務省の職員が

組織的に用いるものとして、外務省が保有しているものをいう。ただし、公文書

等の管理に関する法律（平成２１年法律第６６号）（以下「公文書管理法」という。）

第２条第４項各号に掲げるものを除く。 

(２) 行政文書ファイル等 外務省における能率的な事務又は事業の処理及び行政

文書の適切な保存に資するよう、相互に密接な関連を有する行政文書（保存期間

を同じくすることが適当であるものに限る。）を一の集合物にまとめたもの及び単

独で管理している行政文書をいう。 

 (３) 歴史公文書等 歴史資料として重要な公文書その他の文書をいう。 

 (４) 特定歴史公文書等 外交史料館に移管された歴史公文書等及び外務省大臣官

房総務課外交史料館利用等規則（平成２３年外務省訓令第４号）（以下「利用等規

則」という。）第２条第１項の規定により外交史料館へ寄贈又は寄託された文書を

いう。 

 (５) 外交記録公開 第７条の審査の結果外交史料館に移管することとなった行政

文書ファイル等を外交史料館に移管し、特定歴史公文書等として一般の利用に供

することをいう。 

 (６) 移管審査 行政文書ファイル等について、外務省行政文書管理規則（平成２３

年外務省訓令第３号）（以下「行政文書管理規則」という。））第１９条第１項



に規定する保存期間が満了したときの措置（外交史料館への移管又は廃棄）を定

めることをいう。 

 (７) 公開審査 移管審査において外交史料館に移管することとされた行政文書

ファイル等について、一般の利用を制限する情報を特定することをいう。 

  

 （外交記録公開推進委員会） 

第３条 外交記録公開の円滑かつ迅速な実施を推進するため、外交記録公開推進委員会

（以下「委員会」という。）を設置する。 

２ 委員会は、次の各号に掲げる者で構成するものとする。 

 (１) 委員長 外務大臣が指定する外務副大臣又は外務大臣政務官 

 (２) 副委員長 事務次官又はその代理 

 (３) 常任委員 官房長、国際法局長又はこれらの代理及び外務大臣が意見を聴くた

めに任命する外部有識者 

 (４) 非常任委員 外交記録公開の対象となる行政文書ファイル等の内容に関係す

る局部長級の者（前号に掲げる者を除く。）又はその代理及び外務大臣が意見を

聴くために任命する外部有識者 

３ 外交記録公開推進委員会事務局は、次の各号に掲げる者で構成するものとする。 

 (１) 事務局長 大臣官房総務課長 

 (２) 事務局員 外交記録・情報公開室長、外交史料館長及び記録官 

４ 委員会は、定期的に開催するほか、委員長が必要と認めるときは、臨時会合を開催

することができる。 

５ 委員会は、次に掲げる事務をつかさどる。 

  (１) 第７条第２項の規定により委員会で審査することとなった行政文書ファイル

等の移管審査及び公開審査を行うこと。 

 (２) 第７条の手続により一般の利用を制限することとした情報のうち、時の経過に

より利用制限を解除する可能性があると判断されたものについて、時の経過を勘

案し、再度公開審査を行うこと。 

 (３) 大臣官房総務課長及び行政文書管理規則第５条に規定する文書管理者（以下単

に「文書管理者」という。）の公開手続の迅速な遂行を指導及び監督すること。 

 

 （移管審査の対象） 

第４条 移管審査の対象となる行政文書ファイル等は、外務省が保有する行政文書ファ

イル等のうち、次の各号に掲げるものとする。 

 (１) 有期限の保存期間が設定されているもの 

 (２) 無期限の保存期間が設定されているもの（常用のものを除く。）のうち、作成

又は取得から３０年以上経過するもの 



  

（移管基準） 

第５条 移管審査は、行政文書管理規則別表第２を踏まえて行う。 

 

 （公開基準） 

第６条 公開審査は、外務省外交史料館における公文書管理法に基づく利用請求に対す

る処分に係る審査基準（平成２３年４月１日制定）を踏まえて行う。この場合にお

いて、情報の一般の利用の制限は、必要最小限のものでなければならない。 

  

（審査手続） 

第７条 第４条に規定する行政文書ファイル等のうち本省が保有するものの審査（通常

審査）の手続は、次のとおりとする。ただし、次項の特別審査に付される行政文書

ファイル等については、次項に定める手続に従って審査する。 

(１) 文書管理者（ただし、行政文書ファイル等が行政文書管理規則第１６条に基づく

大臣官房総務課長の集中管理の下にある場合は、当該行政文書ファイル等を大臣

官房総務課長に引き継いだ文書管理者をいう。本条及び第９条において「主管文

書管理者」という。）は、大臣官房総務課長の指示を受けて移管審査を行う。大

臣官房総務課長は、当該主管文書管理者が行った移管審査の結果を踏まえ、外交

史料館長の意見を聴取した上で、移管審査の結果につき官房長の了承を得る。 

(２) 大臣官房総務課長は、官房長の了承を得た移管審査の結果を委員長及び外務大臣

に報告し、その了承を得る。移管審査の結果につき委員長及び外務大臣が了承し

ない場合には、外務大臣が当該審査結果の適否を判断する。大臣官房総務課長は、

委員長及び外務大臣の判断を主管文書管理者に通知する。 

(３) 大臣官房総務課長は、前号の審査により移管することが適当と判断された行政文

書ファイル等について委員会に報告する。 

(４) 大臣官房総務課長は、前号の行政文書ファイル等について公開審査を行い、その

結果につき官房長の了承を得る。大臣官房総務課長は、官房長の了承を得た審査

結果を主管文書管理者に通知する。 

(５) 大臣官房総務課長は、前号の審査において、当該行政文書ファイル等の主管文書

管理者の意見を求めることができる。  

(６) 前号までの審査を実施した行政文書ファイル等が次条の規定により外交史料館

に移管される時は、外務大臣が利用の決定を行う前に、当該行政文書ファイル等

の外交史料館への移管前の主管文書管理者の意見を確認すべき旨の意見が付され

るものとする。 

２ 第４条に規定する行政文書ファイル等のうち、本省が保有し、委員会で審査を行う

ものの審査（特別審査）の手続は次のとおりとする。 



(１) 主管文書管理者は、前項第１号の審査において、行政文書ファイル等のうち多く

の利用請求が見込まれる重要な事案に関するものとして委員会が審査すべきもの

を指定することができる。大臣官房総務課長は、主管文書管理者の指定を踏まえ、

外交史料館長の意見を聴取した上で、委員会で審査すべきものを選定する。 

(２) 委員会は、前号の選定を受け、委員会が審査する行政文書ファイル等を決定する。

委員会は、この決定により審査の対象とされた行政文書ファイル等のほか、必要

と認める行政文書ファイル等を審査の対象に加えることができる。 

(３) 大臣官房総務課長は、前号の規定により委員会が審査することとなった行政文書

ファイル等について、前項第１号の移管審査の結果を委員会に報告する。 

(４) 委員会は、前号の規定に基づき報告された移管審査の結果の適否を判断する。委

員会が当該審査結果を不適当と判断したときは、大臣官房総務課長及び主管文書

管理者は再審査を行う。大臣官房総務課長及び主管文書管理者による再審査の結

果が委員会において再び不適当と判断される場合には、委員会の判断が優先する。 

(５) 委員会は、前号の判断を外務大臣に報告し、その了承を得る。外務大臣が委員会

の判断を了承しない場合には、外務大臣が当該審査結果の適否を判断する。大臣

官房総務課長は、外務大臣の判断を主管文書管理者に通知する。 

(６) 大臣官房総務課長は、前号までの手続により移管することが適当と判断された行

政文書ファイル等について公開審査を行う（一次審査）。 

(７) 主管文書管理者は、大臣官房総務課長が定める期限内に一次審査（前号の規定に

よる審査をいう。以下同じ。）の結果について必要な確認を行い（二次審査）、

審査結果を大臣官房総務課長に報告する。前号及び本号の審査結果が異なる場合

には、大臣官房総務課長は、主管文書管理者と協議を行う。 

(８) 大臣官房総務課長は、前号に規定する手続を経て得られた審査結果を委員会に報

告する。  

(９) 委員会は、前号に基づき報告された公開審査の結果の適否を判断する。委員会が

不適当と判断したときは、大臣官房総務課長及び主管文書管理者は再審査を行う。

大臣官房総務課長及び主管文書管理者による再審査の結果が委員会において再び

不適当と判断される場合には、委員会の判断が優先する。 

(１０) 委員会は、前号の判断を外務大臣に報告し、その了承を得る。外務大臣が委員

会の判断を了承しない場合は、外務大臣が当該審査結果の適否を判断する。大臣

官房総務課長は、外務大臣の判断を主管文書管理者に通知する。 

３ 第４条に規定する行政文書ファイル等のうち在外公館が保有するものの審査の手

続は次のとおりとする。 

(１) 主管文書管理者は、大臣官房総務課長の指示を受けて移管審査を行う。大臣官房

総務課長は、当該主管文書管理者が行った移管審査の結果を踏まえ、外交史料館

長の意見を聴取した上で、移管審査の結果につき官房長の了承を得る。 



(２) 大臣官房総務課長は、官房長の了承を得た審査結果を委員長及び外務大臣に報告

し、その了承を得る。審査結果につき委員長及び外務大臣が了承しない場合には、

外務大臣が当該審査結果の適否を判断する。大臣官房総務課長は、委員長及び外

務大臣の判断について主管文書管理者に通知する。 

(３) 前号に続く手続は、第１項第３号から第６号までの規定を準用する。 

 

（行政文書ファイル等の外交史料館への移管及び公文書管理法第８条第３項の意見と

の関係） 

第８条 公開審査を終えた行政文書ファイル等は、速やかに外交史料館へ移管され、特

定歴史公文書等として一般の利用に供されるものとする。その際、公文書管理法第

８条第３項の意見を付さなければならない場合にあっては、前条の規定による公開

審査の結果を当該意見とみなす。 

 

（利用等規則第１４条第３項の意見提出機会との関係） 

第９条 外務大臣が利用等規則第１４条第３項に基づく意見提出機会の付与を受けた

ときは、大臣官房総務課長は、主管文書管理者の意見を踏まえ、当該情報の一般の利用

を制限することの適否を判断し、官房長の了承を得た上で、適当と認める場合には意見

書を作成し、外交史料館長に送付する。 
 

   附 則 

 この訓令は、平成２２年５月２５日から施行する。 

附 則 

 この訓令は、平成２２年７月１日から施行する。 

附 則 

 この訓令は、平成２２年１１月２日から施行する。 

附 則 

この訓令は、平成２３年４月１日から施行する。 

附 則 

 この訓令は、平成２４年８月１０日から施行する。 
 


